
試算計画法による 「多期間経営設計 システム」の開発

農 試経 営 部

背景 とね らい

農業経営では資金運用や減価償却費の他に生産要素 も時間の経過 とと もに変化 し、経営内容

もそれに規定 されてい くので、時間経過を考慮 しなが ら経営設計を組 まなければな らない。特

に果樹 や畜産等では期間毎 に異な った費用投入 ・収益を もつ ため、ある一定の期 間を対象 と し

た経営設計が必要 になる。

この ことか ら 1 0年 以 内の期間で試算計画法によ り経営計画を設計できるシステムを、平成

3年 度指導上の参考事項 「複合経営設計 システム」を応用 して作成 した。

2  技 術の内容

この システムは最大 1 0年 間の農業生産収支、資金運用、減価償却費を計算 し、簿記的集計

によ り、計画期 間内の経営変化をみることができる。 また、単年度の余剰資金による資金借入

可能額、及び借入金倍率等の損益計算書か らわかる経営分析指標を表示す る。

( 1 ) シ ステムによる多期間の経営計画の設計

農 業 経 営 収 支

・計画期間毎 に試算計画法

よ り算 出

1  粗収益 。変動費用 ・流 |

1  通経費 ・雇用労賃 。借 |

1  地料、作付体系 ・規模 |

,

沓 今 運 用

・現在 時点か ら1 0 年間の

資 金運 用 を算 出

1  支 払利 子    |

1  支 払元 金    |

1  借 入 金残 高   |

減 価 償 却 費 計 算

。現 在 時点か ら1 0 年間の

減価 償却 費 を算 出

1  減価償却 費 ( 建物 |

1  構築物 ・車両 。大 |

1  家畜 ・大植物 )  |

1                               ,

V

計画期 間 につ いて次 の項 目の集 計、経 営分析 指標 の 表示 に よ り経 営の推 移 を検 討

集 |・営業利益 =糧 収益 一 (変動費用 +流 通経費 +雇 用労賃 十借地料 +減 価償却費)

計 十      一 (専1従者給与 十:■税1公課 )

シ |・経常利益 =営 業利益―支払利子十1営‐業外収益

|  |・ キ ャ ッシ ュ ・フ ロー =経 常利 益 一支払元金 一固定資産 の育1成費 十減 価償却 費

卜 |・ 経 営分 析 指 標

①売上高営業利益率 ( 営業利益十粗収益) ② 借入金倍率 ( 借入金残高■粗収益)

③経営安全率 ( 1 - 損 益分岐点比率) ④ 資金借入可能額 ( 借入資金限度額を実績キ

ャッシュ 。フロ= × 年金現価係数で算出後、借入限度額 一借入金残高で計算)

注) 網 掛け | 1 部分はシー ト内で任意の数値を入力する
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ア 農 業生産収支は 「複合経営設計 システム」の試算計画法か ら求め られ る。

イ 資 金運用 は借入条件 を資金返済方式毎に入力す ることで、現時点か ら 1 0年 間の支払

利子、支払元金、借入金残高が求め られる。

ウ 減 価償却 費計算では現在保有 している固定資産や将来収得す る予定の固定資産を入力

す ることで、現在時点か ら 1 0年 間の減価償却費が求め られる。

工 損 益計算書か ら次の分析指標値が求め られ る。

( 7 ) 売上高営業利益率

生産 に関わるすべての費用を除いた利益の比率で、収益性をみる指標。

(イ)借入金倍率

売上高 に対 して借入金がどこまで許容 されるかをみる指標。 3 0 % 程 度が 目標。

(ウ)経営安全率

経営の ゆとりをみる指標。 1 5 % 以 上が 目標。

( 2 ) シ ー トを利用 したシ ミュ レー ション

ア 資 金借入れ可能額を もとに資金投資の時期 。借入額 ・返済期間等を シ ミュ レー ション

す ることができる。 また、その推移をグラフ表示で確認す ることができる。

イ 投 資 によ り拡大 ・改善 された農業生産体系については、その効果を試算計画法で再設

定す ることによ り、投資による経営変化を考慮 した経営の変化を考慮 した経営計画を シ

ミュレー シ ョンす ることができる。

ウ 収 量 な どか植 付年次か ら変化す るよ うな部門では、年度毎に収量を変えなが らその影

響を経営全体で とらえることができる。

工 家 族労働力の変化が経営にどう影響す るかを シ ミュ レーションす ることができる。

指導上の留意事項

( 1 ) 選 択できる作 目体系は 「複合経営設計 システム」 と同 じ1 4 4 で あるが、体系の組合

せは 1 6作 目が限度 である。また、 ここで試算 された結果はフ ァイルに保存 されないの

で、作 目の収量 ・単価を変更 した場合には結果をプ リン トアウ トして、前提条件を把握

してお く必要がある。なお、資金運用、減価償却費についてはその限 りではない。

( 2 ) 資 金運用 で計算できる資金数 は元金均等 。元利均等払いそれぞれ 9種 類 である。また、

資金支払は期末に 1回 払いす ることに設定 している。

( 3 ) 資 金借入 限度額の算 出では単年度のキ ャッシュ 。フローが借入予定期間まで確保 され

ることを前提に求めてお り、設定 した期間のキ ャッシュ ・フローを逐次算 出 したもので

はない。

( 4 ) 作 業受委託に関す る収入 。費用は営業外収益欄 に入力す ること。

( 5 ) 多 期間に渡 る総所得 については集計を行 っていない。 ただ し、各期間の繰越額につい

ては表示す るよ うに している。

( 6 ) こ の シー トを利用す るに当た っては市販の表計算 ソフ トが必要 であ り、別途M S―D O S と

表計算 ソフ トを購入す ること。
・使用機器   コ ンピュータ本体 ( N E C - 9 8 0 1 シリーズ)、 デ ィスプ レイ、プ リンタ
・使用 ソフ ト L O T U S  1  2 - 3  R 2 . l J  P L U S
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